
（別紙様式①） 

農地利用最適化の推進のための活動 

 

                    農委会名：八代市農業委員会 

 

１ 地域の概要 

本市は、九州の中央部、熊本市の南約４０ｋｍに位置し、市域は東西約５０ｋｍ、

南北約３０ｋｍで、約６８０ｋ㎡の面積を有している。 

東は九州山地の脊梁地帯を形成し宮崎県に境を接し、西は不知火海を隔てて天草諸

島を望みます。全面積の約７０％が山間地、約３０％が平野部からなっており、平野

部は日本三急流の一つである球磨川及び氷川などから流下した土砂が堆積してできた

扇状地と三角州を基部とした沖積平野と、藩政時代から行われてきた干拓事業により

形成されている。 

山・川・海そして広大な平野と多様で豊かな自然に恵まれており、特に一級河川の

球磨川、氷川のもたらす豊富で良質な水の恩恵を受け、全国有数の農業生産地帯とし

て発展してきた。 

 

２ 農業委員会の体制 

（1）農業委員数 １９人（うち、認定１２人、女性３人） 

（2）推進委員数 ２９人（うち、認定２２人、女性１人） 

（3）事務局体制  ７人（専任） 

 

３ 掲げた目標 

(1) 農地パトロール（利用状況調査）及び利用意向調査の確実な実施 

(2) 遊休農地の解消活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農業委員会による遊休農地の解消活動】 

 

４ 目標達成に向けた取組み（運動）の内容 

(1) 市内全域の農地の利用状況調査を実施。対象農地の所有者等に意向調査書の発出 

(2) 農業委員、農地利用最適化推進委員による遊休農地の解消（巡回・指導） 
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（別紙様式①） 

 

５ 取り組みの成果 

(1) 遊休農地解消の対策として、市内全域の農地の利用状況調査を実施。その結果を受

け、１０６件（１３０筆）に利用意向調査書を発出したところ、５８件（７０筆）の

回答があり、うち２１件（２４筆）が農地中間管理機構の制度を利用したいとの意向

であった。 

(2) 解消面積：８．１ ｈａ 

 

６ 課題と今後の方針等 

(1) 耕作放棄地対策 

利用状況調査と利用意向調査の確実な実施 

関係機関との連携 

(2) 担い手への農地の集約化の推進 

   農地中間管理機構の特例事業（農地売買等事業）等の活用 
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（別紙様式①） 
 

ひかわ農地利用最適化運動 

 

農委会名：氷川町農業委員会 

 

１ 地域の概要 

  本町は、熊本県南に広がる八代平野の北部に位置し町の中央部には東から西に県内最大

の二級河川の「氷川」が流れている。 

  総土地面積３，３２９ｈａの町で、東に丘陵地帯、西部に「西の八郎潟」として全国に

名を馳せる、不知火干拓をはじめとした平坦地が広がり、国有林８２ｈａを除く３，２４

７ｈａが農業振興地域に指定されている。 

  近年、農業従事者の高齢化が進む中、担い手不足が大きな課題となっている。 

   

２ 農業委員会の体制 

(1) 農業委員数 １４人（うち、認定７人、女性２人） 

  (2) 推進委員数 １３人（うち、認定７人、女性０人） 

(3) 事務局体制  ５人（うち、専任３人、兼任２人） 

 

３ 掲げた目標 

(1) 担い手への農地集積面積  ５ｈａ 

(2) 遊休農地解消面積    １７ｈａ 

 

４ 目標達成に向けた取組み（運動）の内容 

農地を適正に管理する担い手への集積を図ることを目的として、所有権移転や利用権設

定を推進する。 

全体的な取組みとして、農業委員及び農地利用最適化推進委員全員により、全ての農地

の土地利用状況調査や、農地パトロールを実施する。 

【農地パトロールの様子】 
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（別紙様式①） 
 

 

５ 取り組みの成果 

(1) 担い手による適正な農地管理に努め、売り手、買い手ともに有利な制度を活用するた

め、特に農用地区域内農地については、農業経営基盤強化促進法に基づく農地中間管理

機構を介した売買につなげた。 

管内の農地面積   １，５２０ｈａ  

これまでの集積面積 １，２８４ｈａ 

農地集積率     ８４．５％ 

(2) 農業委員及び農地利用最適化推進委員を行政区毎にチーム編成を行い、土地利用状況

調査を兼ねて農地のパトロールを計画的に行った。 

  Ａ分類（再生利用が可能な荒廃農地） ７９ｈａ 

 

６ 課題と今後の方針等 

  担い手の高齢化、農業従事者の減少により農地の確保・効果的利用を図ることが困難に

なっている。 

  後継者の減少や農業従事者の高齢化により、山間部では遊休農地や耕作放棄地などの増

加傾向にある。また、山間部では耕作放棄地が多く、これから益々深刻な問題となるおそ

れがある。 

  今後、新規就農者が円滑に参入できるように農地の確保の支援を行い、農地中間管理機

構と連携して農地のあっせんを推進し、耕作放棄地を少しでも減らしていくようにしなけ

ればならない。 
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